
長野労働局労働基準部 

健康安全課 

安全衛生年間計画書の集計結果（令和５年度計画書分） 

 長野労働局管下各労働基準監督署では、毎年、県内各事業場に対して、労働災害

に関する問題点を明確にし、改善のための具体的な実施事項等を盛り込んだ「安全

衛生年間計画書」を作成し、効果的な取組をお願いするとともに、作成した計画書

を所轄の労働基準監督署に提出するようお願いしています。 

 添付の統計データは、令和５年度分の計画書のうち、労働者数 30人以上の規模の

事業場の記載内容について集計した結果をとりまとめたものです。 

【 図 表 一 覧 】 

別添１ 安全衛生年間計画書の提出状況 

表１ 対象事業場数（業種別等） 
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図１ リスクアセスメントの導入状況（令和５年度）

図２ リスクアセスメント導入済事業場の割合の推移

図３ 化学物質リスクアセスメント導入済事業場の割合の推移 

別添３ 職場におけるメンタルヘルス対策の実施状況 

表・図１ メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合の推移 

図２ メンタルヘルスケアの項目別取組状況（令和５年度、規模 30人以上）

図３ ストレスチェック制度の実施状況（令和５年度、事業場規模別）

表２ メンタルヘルスケアの項目別取組状況（令和５年度、事業場規模別、全業種）

表３ メンタルヘルス対策取組事業場の状況（令和５年度）

別添４ 転倒災害防止対策等の実施状況等 

表１ 転倒災害防止対策及び冬季労働災害防止対策の実施状況 

表２ 定期健康診断における事後措置等の実施状況 

表３ 熱中症予防対策の実施状況 

※各図表の年度は、いずれも、計画書の年度であり、事業場や項目によっては、前

年度の状況を表す。



表　１

事業場
規模

令和５年度
対象事業場

令和４年度
対象事業場

郵送先事業場数 1644 1561 83 5.3%

提出事業場数 1268 1225 43 3.5%

提出率（％） 77.1% 78.5%

郵送先事業場数 227 218 9 4.1%

提出事業場数 177 185 ▲ 8 -4.3%

提出率（％） 78.0% 84.9%

郵送先事業場数 385 364 21 5.8%

提出事業場数 277 284 ▲ 7 -2.5%

提出率（％） 71.9% 78.0%

郵送先事業場数 13 14 ▲ 1 -7.1%

提出事業場数 9 9 0 0.0%

提出率（％） 69.2% 64.3%

郵送先事業場数 3048 2966 82 2.8%

提出事業場数 1858 1788 70 3.9%

提出率（％） 61.0% 60.3%

郵送先事業場数 5317 5123 194 3.8%

提出事業場数 3589 3491 98 2.8%

提出率（％） 67.5% 68.1%

郵送先事業場数 2848 3041 ▲ 193 -6.3%

提出事業場数 1752 1823 ▲ 71 -3.9%

提出率（％） 61.5% 59.9%

0.6ポイント減

1.4ポイント減

6.9ポイント減

6.1ポイント減

4.9ポイント増

0.7ポイント増

労働者数
30人未満

計

　　　　　　　　　　実施年度等

　　　業種

1.6ポイント増
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１　安全衛生年間計画書の提出状況

　　対象事業場数（業種別等）

対令和４年度
増減（件数・％）

計

林業

労働者数
30人以上

製造業

建設業

運輸業

上記以外
の事業
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表　２

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

郵送先事業場数 4803 4859 5473 4876 5015 4752 5123 5317

提出事業場数 3345 3195 3414 3277 3419 3482 3491 3589

提出率（％） 69.6 65.8 62.4 67.2 68.2 73.3 68.1 67.5

図　１

　　対象事業場数および提出率の推移

事業場規模
労働者数30人以

上

　　提　出　率　の　推　移
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図　１

図　２ 　　リスクアセスメント導入済事業場の割合の推移

図　３

別添２

２　リスクアセスメントの導入状況

※規模30人以上で、有効回答事業場数（不明・無回答及び適用なしと回答した事業場を除いた
もの）を母数としていること。

　　化学物質リスクアセスメント導入済事業場の割合の推移

　　リスクアセスメントの導入状況(令和５年度）

※規模30人以上で、有効回答事業場数は、不明・無回答の事業場を除いたものであること。

※規模30人以上で、有効回答事業場数（不明・無回答の事業場を除いたもの）を母数としていること。

導入済, 2117, 
60.4%

段階的取組中, 
358, 10.2%

検討中, 553,
15.8%

導入計画なし, 
477, 13.6%
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単位：％

黒線：全産業
赤線：製造業

導入済：リスクの洗い出し・見積りが「実施中」か

つ措置の実施が「実施中」の事業場

段階的取組：リスクの洗い出し・見積りが「実施

中」又は「実施準備中」で、措置の実施が「実施

準備中」又は「実施予定」の事業場

検討中：リスクの洗い出し・見積りが「実施中」、

「実施準備中」又は「実施予定」で、措置の実施

が「予定なし」の事業場、リスクの洗い出し・見積

りが「実施予定」かつ措置の実施が「実施予定」

の事業場

導入計画なし：リスクの洗い出し・見積りが「予定

なし」かつ措置の実施が「予定なし」の事業場

不明：上記以外の組み合わせの事業場



表 ・ 図　１ 　　メンタルヘルス対策に積極的に取り組んでいる事業場の割合の推移

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

50人以上 59.7 60.4 63.1 72.7 74.0 73.7 75.7 76.8 78.9 78.8
30～49人 38.9 39.0 38.2 44.3 42.3 41.8 45.0 47.2 47.0 49.4
合計（30人以上） 51.1 51.8 52.7 61.1 60.8 60.9 63.8 64.9 66.1 67.2

図　２ 　　メンタルヘルスケアの項目別取組状況　（令和５年度、規模30人以上）

図　３ 　　ストレスチェック制度の実施状況　（令和５年度、事業場規模別）
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※メンタルヘルス対策の取組状況（８項目）のうち、４項目以上を取り組んでいる事業場をメンタルヘルス対策に積極的に取り組んでいる事業場としていること。

３　職場におけるメンタルヘルス対策の実施状況

※提出事業場数を母数としていること。

※提出事業場数を母数としていること。

※提出事業場数を母数としていること。
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50人以上

30～49人

合計（30人以上）

90.9%

71.7%

44.4%

75.9%

53.9%

54.4%

61.2%

45.7%

73.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１項目以上取り組んでいるもの

⑧ストレスチェック制度の実施

⑦職場復帰支援体制の整備

⑥労働者からの相談対応の体制整備

⑤管理監督者への教育研修の実施

④労働者への教育研修の実施

③メンタルヘルス推進担当者の選任

②心の健康づくり計画の策定

①衛生委員会等での審議

47.6%

87.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模30人以上50人未満

規模50人以上

%
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表　２ 　メンタルヘルスケアの項目別取組状況（令和５年度、事業場規模別、全業種）

実施
事業場数

実施
事業場
割合

実施
事業場数

実施
事業場
割合

実施
事業場数

実施
事業場
割合

1798 83.0% 849 59.7% 2647 73.8%

1178 54.4% 461 32.4% 1639 45.7%

1542 71.2% 656 46.1% 2198 61.2%

1312 60.5% 642 45.1% 1954 54.4%

1323 61.1% 611 43.0% 1934 53.9%

1825 84.2% 900 63.3% 2725 75.9%

1119 51.6% 474 33.3% 1593 44.4%

1898 87.6% 677 47.6% 2575 71.7%

2107 97.2% 1154 81.2% 3261 90.9%

400 18.5% 452 31.8% 852 23.7%

1707 78.8% 702 49.4% 2409 67.1%

2167 100.0% 1422 100.0% 3589 100.0%

※提出事業場数を母数としていること。

合計（30人以上）
労働者数

３０人以上５０人未満
労働者数
５０人以上事業場規模

項目

③事業場内メンタルヘルス推進担当者の選任

②「心の健康づくり計画」の策定

①衛生委員会等での調査審議

⑦職場復帰対策支援体制の整備

⑥労働者からの相談対応の体制整
備

⑤管理監督者への教育研修

④労働者への教育研修の実施

年間計画書提出事業場

Ｃ　メンタルヘルス対策取組事業場
　　（４項目以上）

Ｂ　１以上３以下の項目取組事業場

Ａ　１以上の項目取組事業場（Ｂ＋
Ｃ）

⑧ストレスチェック制度の実施



別添３

表　３ 　メンタルヘルス対策取組事業場の状況（令和５年度）

提出
事業場数

取組事業場
数・割合

提出
事業場数

取組事業場
数・割合

提出
事業場数

取組事業場
数・割合

641 175 816

77.3% 39.9% 64.4%

67 29 96

87.0% 29.0% 54.2%

95 77 172

78.5% 49.4% 62.1%

3 3 6

75.0% 60.0% 66.7%

901 418 1319

79.3% 57.9% 71.0%

1707 702 2409

78.8% 49.4% 67.1%

注：メンタルヘルス対策の取組状況（８項目）のうち、４項目以上を取り組んでいる事業場を「取組事業場」としていること。

労働者数
５０人以上

労働者数
３０人以上５０人未満

829 439製造業

　　事業場規模等

業種

77 100

121 156運輸業

建設業

2167 1422

事業場規模30人以上の状況　：　取組事業場数2406（67.1％）

4 5

1136 722

合計・全体

その他の事業

林業

1858

3589

合計・全体
（労働者数30人以上）

1268

177

277

9



　　 表 １

①教育
の実施

②危険
マップ
作成・
周知

③注意
標識の
掲示

④適切
な靴の
選定等

⑤その
他

1項目以上
転倒災害
防止対策

に取り組ん
でいる事
業場数

1項目以
上転倒災
害防止対
策に取り
組んでい
る事業場
の割合

①冬季
におけ
る転倒
災害防
止対策
（靴選
び、融
雪剤散
布など）

冬季に
おける
転倒災
害防止
対策の
取組事
業場の
割合

②冬季
の交通
事故防
止教育

③その
他

1項目以
上冬季
労働災
害防止
対策に

取り組ん
でいる事
業場数

1項目以上
冬季労働
災害防止
対策に取
り組んで
いる事業
場の割合

358 214 47 155 215 14 321 89.7% 290 81.0% 106 20 311 86.9%

(126) (68) (15) (37) (73) (3) (109) 86.5% (99) 78.6% (38) (2) (108) 85.7%

512 383 141 192 261 11 477 93.2% 438 85.5% 223 9 469 91.6%

(74) (47) (13) (15) (25) (4) (66) 89.2% (58) 78.4% (30) (4) (66) 89.2%

520 262 43 128 155 42 382 73.5% 359 69.0% 235 36 417 80.2%

(82) (47) (12) (17) (19) (2) (61) 74.4% (59) 72.0% (38) (2) (66) 80.5%

90 43 8 38 29 2 78 86.7% 65 72.2% 26 4 71 78.9%

(14) (7) (0) (2) (1) (0) (9) 64.3% (7) 50.0% (1) (1) (8) 57.1%

81 63 15 23 55 1 75 92.6% 45 55.6% 34 2 61 75.3%

(30) (23) (9) (6) (19) (0) (27) 90.0% (15) 50.0% (19) (1) (26) 86.7%

44 32 5 9 18 1 39 88.6% 33 75.0% 14 1 37 84.1%

(2) (2) (1) (1) (2) (0) (2) 100.0% (2) 100.0% (2) (0) (2) 100.0%

1605 997 259 545 733 71 1373 85.5% 1230 76.6% 638 72 1366 85.1%

(328) (194) (50) (78) (139) (9) (274) 83.5% (240) 73.2% (128) (10) (276) 84.1%

3528 1965 431 1355 1495 218 2999 85.0% 2625 74.4% 1750 170 3080 87.3%

(1216) (640) (108) (407) (560) (66) (1031) 84.8% (851) 70.0% (594) (46) (1032) 84.9%

5133 2962 690 1900 2228 289 4372 85.2% 3855 75.1% 2388 242 4446 86.6%

(1544) (834) (158) (485) (699) (75) (1305) 84.5% (1091) 70.7% (722) (56) (1308) 84.7%

表 ２ 　　 表 ３

建設業
実施率

全体実施
率

432 (255) 148 (40)

174 (75) 40.3% 20 (6) 33.4%

279 (152) 64.6% 32 (6) 53.6%

1959 1134 202 64.5% 1334 192 75.5%

(691) (281) (122) 49.4% (372) (116) 64.7%

432 198 63 53.7% 291 47 75.6%

(255) (96) (43) 45.3% (158) (35) 71.8%

508 311 44 67.0% 377 35 79.7%

(231) (122) (29) 60.4% (155) (23) 74.5%

666 433 79 73.8% 497 62 82.3%

(100) (58) (10) 64.4% (69) (9) 75.8%

670 353 89 60.8% 464 54 75.3%

(92) (37) (15) 48.1% (51) (8) 60.7%

204 109 30 62.6% 127 33 74.3%

(51) (26) (8) 60.5% (26) (12) 66.7%

694 423 54 66.1% 521 44 80.2%

(124) (68) (9) 59.1% (86) (9) 74.8%

5133 2961 561 57.7% 3611 467 77.4%

(1544) (688) (236) 44.6% (917) (212) 68.8%
※　記入にあたっての注意事項
①　原則として、提出された安全衛生年間計画書によること。
②　規模10名以上の規模の事業場を対象とし、（   ）内は10人以上30人未満で内数である。
③　熱中症予防対策の実施状況における建設業以外の屋外型事業場とは、鉱業、農林業、畜産・水産業及び警備業をいう。

転倒災害防止対策等の実施状況等

(2) 9.3%

合　計
1項目以上取り組ん

でいる事業場
405 (236) 93.8% 73 (19) 82.4%

上記以外の業種 ⑨その他 39 (18) 9.0% 15

(14) 56.2%

接客娯楽業
⑧緊急時の対応の

周知等
248 (124) 57.4% 32 (10) 48.3%

保健衛生業 ⑦熱中症予防教育 272 (144) 63.0% 54

(19) 77.1%

商　業
⑥熱中症予防管理

者の選任
31 (14) 7.2% 1 (1) 5.5%

運輸業
⑤水分・塩分確保

の励行
376 (211) 71

(3) 23.4%

建設業 ④暑熱順化 83 (41) 19.2% 3 (1) 14.8%

製造業 ③作業時間の短縮 127 (72)

②設備・休憩場所
の確保・改善

要医療・要保健指導の
対象者への受診勧奨

　　　　　　　　　業種
項目

建設業実施事業
場数

87.0%

項目

業種

年
間
計
画
提
出
事
業
場
数

有所見者についての産
業医等からの意見聴取

の実施

定期健康診断における事後措置等の実施状況

29.4%

熱中症予防対策の実施状況

9

建設業以外の屋外
型事業場の実施事

業場数

有

該
当
者
な
し

実
施
率

（
該
当
者
な
し
を
除
く

）

有

該
当
者
な
し

実
施
率

（
該
当
者
な
し
を
除
く

）

年間計画提出事業
場数

①WBGT値の把握

上記転倒災害防止対策重点
業種以外の事業場

合　　　計
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　　　　　　　　　　項目

業種

年間計
画提出
事業場

数

転倒災害防止対策 冬季労働災害防止対策

転倒災害防止対策及び冬季労働災害防止対策の実施状況

転
倒
災
害
防
止
対
策
重
点
業
種

食料品製造業

小売業

社会福祉施設

旅館業

飲食店

ビルメンテナンス業

転倒災害防止対策重
点業種の合計


